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業績予想の修正に関するお知らせ 

 
 当社は、平成 24 年１月 31 日開催の取締役会において、最近の業績動向を踏まえ、平成 23 年 10 月 31
日に公表しました平成 24 年３月期の業績予想を修正することを決議しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 
平成 24 年３月期通期連結業績予想数値の修正（平成 23 年４月１日～平成 24 年３月 31 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想(A) 

百万円

1,820,000

百万円

△10,500

百万円

△22,500

百万円 

△18,000 

円 銭

△10.61

今回発表予想(B) 1,800,000 △19,000 △31,000 △26,000 △15.32

増減額（B-A） △20,000 △8,500 △8,500 △8,000 

増減率(%) △1.1% － － － 

(ご参考）前期実績 

(平成 23 年３月期） 
1,929,169 122,346 114,165 78,535 46.27

 

修正の理由 
 

欧州の金融・財政問題の長期化や米国の景気回復の遅れから円高基調は続き、欧米のイランへの経済制
裁により燃料油価格も高水準が続くと予想され、海運を取り巻く事業環境は引き続き厳しい状況です。 

定期船事業では、相次ぐ大型コンテナ船の竣工により需給関係が悪化し、運賃の下落が東西航路を中心
に進行しています。減便等によるサービスの合理化を進めるとともに運賃水準の修復に努めますが、その
効果は限定的となる見込みです。不定期専用船事業のドライバルク部門では、昨年秋から一時的にケープ
サイズの市況が回復しましたが、中小型バルカーの市況は振るわず、足元では市況の軟化は全船型に波及
しています。タンカー部門では、冬場の需要により市況が回復する局面もありますが、新造船の竣工圧力
から船腹の需給は回復せず厳しい状況が継続する見込みです。航空運送事業では、日本及びアジア発の荷
況が低迷しており業績下振れ要因となっています。 

ターミナル関連事業、物流事業等では利益を確保する見込みであり、各部門において引き続きコスト削
減の徹底に努めますが、主として海運各部門を取り巻く環境の悪化から売上高、営業利益、経常利益、当
期純利益ともに前回の予想を下回る見通しです。 
 
※ 業績予想の前提 
為替レート（今回）78.33/米ドル  （前回）78.12 円/米ドル 
燃料油価格（今回）673.69 米ドル/MT  （前回）651.01 米ドル/MT 
 
 
(注)上記の業績予想は、当社が現時点において合理的と判断するデータに基づいて作成しており、実際の
業績は今後の様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

以  上 


